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１ 令和５年度予算編成方針 

Ⅰ 予算編成の背景と課題 

 我が国の景気は、ウィズコロナの下、サービス消費を中心に回復の動きがみら

れていましたが、国際的な原材料価格の上昇に加え、円安の影響などから、日常

生活に密接なエネルギー・食料品等の価格上昇が続いており、実質所得の低下や

消費者マインドの低下を通じた消費への影響や、企業収益の更なる下押しによる

設備投資への影響等が懸念されています。 

 このような中、政府は「令和５年度予算編成の基本方針」及び「令和５年度の

経済見通しと経済財政運営の基本的態度」において、足元の物価高を克服しつ

つ、経済再生の実現に向け、成長分野への大胆な投資を推進するとともに、子ど

もに関する必要な政策の充実などを掲げ、令和５年度予算の一般会計総額を過去

最大の114兆3,812億円（前年度比6.3％増）としているところです。  

本市の財政状況は、令和３年度決算において、市税収入が新市誕生以降最少と

なる約76億４千万円に落ち込み、依然として厳しい状況にあります。 

 令和５年度は、公債費が増加する一方、普通交付税と臨時財政対策債がそれぞ

れ減少することにより、実質公債費比率の上昇が見込まれる中、防災指令拠点整

備事業や学校施設長寿命化計画推進事業等の大型建設事業が控えているなど、今

後の財政運営に与える影響が懸念されるところです。  

Ⅱ 予算編成のポイント  

 令和５年度は、「光市民憲章」の精神や普遍・不朽の３つの都市宣言の理念を

踏まえ策定した「第３次総合計画」 に掲げる「ゆたかな社会～人が輝き やさし

さつながる 幸せ創造都市 ひかり～」の実現を目指し、 新たな課題に対応する

「しなやかさ」、やさしさを届け続ける「たくましさ」、そして、地域や世代を

超えた「つながり」によるまちづくりに向けた予算を編成しました。

また、未だ収束しない新型コロナウイルス感染症が市民の暮らしや経済活動に

大きな影響を与えている時代の変革期の中、市民が安全に、安心して日常生活を

送ることができる環境を維持するとともに、地域の活性化と利便性の向上等を実

現するため、「安全・安心の確保」「デジタル化の推進」に加え、「市民満足度

の向上」に資する施策には、重点的に予算を配分しました。 

 一方、行財政改革については、「行財政構造改革推進プラン」に掲げる「戦略

的で長期的な行政経営の視点」や「前例や既存の概念にとらわれない柔軟な発

想」に基づき、変えるべきものは大胆に変えるなど、真に必要な施策への重点化

に取り組むことで、「第３次総合計画」に基づく事業の着実な実施と、持続可能

な財政構造の構築という、相反する取組の両立を目指します。  
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令和５年度予算編成のスキーム 

つながる光・未来戦略プロジェクト 

基本計画各論 ６つの基本目標 

１ 安全がつながる 防災指令拠点施設整備と災害に強いまち構築プロジェクト 

２ 笑顔がつながる 協働による地域の絆再生プロジェクト 

３ 安心がつながる 健康と長寿を支える医療環境充実プロジェクト 

４ 地域がつながる 光駅のバリアフリー化と公共交通ネットワーク構築プロジェクト 

５ 元気がつながる にぎわいを生み出す地域産業活性化プロジェクト 

６ 世代がつながる 誰一人取り残さない「光っ子」を育む教育と子育て応援プロジェクト 

７ 技術がつながる デジタル化で進める快適な暮らし実現プロジェクト 

８ 人がつながる  豊かな自然と人で魅せるシティプロモーション活動実践プロジェクト 

基本目標１ 限りない市民力・地域力がゆたかに花開くまち 

基本目標２ ゆたかな人間性と可能性を大切にし心温かい人が育つまち 

基本目標３ 安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち 

基本目標４ 自然と都市が潤いゆたかに調和したまち 

基本目標５ 産業の活力とにぎわいがゆたかに行き渡るまち 

基本目標６ 市民参画と健全な行財政でゆたかさを創出するまち 

光市民憲章 

おっぱい都市宣言 自然敬愛都市宣言 安全・安心都市宣言 

市民の安全・安心の確保 情報・デジタル化の推進 
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（単位：千円、％）

令和５年度 令和４年度

予　算　額 予　算　額

22,440,000 20,770,000 1,670,000 8.0

12,282,988 12,184,095 98,893 0.8

5,489,619 5,602,743 △ 113,124 △ 2.0

5,630,694 5,454,697 175,997 3.2

1,162,675 1,126,655 36,020 3.2

34,722,988 32,954,095 1,768,893 5.4

【財政指標等】

105.2 102.8 2.4 （上昇）

65.0 62.0 3.0 （改善）

6.8 6.4 0.4 （上昇）

※ 21,069,714 21,762,842 △ 693,128 △ 3.2

※ 8,101,589 9,181,921 △ 1,080,332 △ 11.8

※ 2,180,441 2,989,441 △ 809,000 △ 27.1

※ 1,007,829 1,057,329 △ 49,500 △ 4.7

※財政指標等の各数値は、当初予算ベースの見込数値（市債・基金残高は決算見込数値）

Ⅰ　一般会計及び特別会計の予算額等

会計 増減額 増減率

計

国 民 健 康 保 険

一 般 会 計

特 別 会 計

う ち 減 債 基 金

年 度 末 市 債 残 高 見 込
（ 一 般 会 計 ）

基 金 残 高 見 込

う ち 財 政 調 整 基 金

実 質 公 債 費 比 率

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ）

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

経 常 収 支 比 率

218.9 199.9 202.5 206.7 207.7 224.4

142.0
133.6 119.3 121.9 121.8

122.8

360.9
333.5 321.8 328.6 329.5

347.2

0

100

200

300

400

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

（
当
初
予
算
額

億
円
）

一般会計及び特別会計の当初予算額の推移

特別会計

一般会計

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

２ 令和５年度予算の概要
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【款別歳入内訳】 （単位：千円、％）

令和５年度 令和４年度 増減額

予算額（A) 予算額（B) （A)-（B)

※市 税 7,788,439 34.7 7,520,900 36.2 267,539 3.6

地 方 譲 与 税 158,790 0.7 167,200 0.8 △ 8,410 △ 5.0

利 子 割 交 付 金 4,400 0.0 8,130 0.0 △ 3,730 △ 45.9

配 当 割 交 付 金 44,700 0.2 25,930 0.1 18,770 72.4

株式等譲渡所得割交付金 31,940 0.1 16,440 0.1 15,500 94.3

法 人 事 業 税 交 付 金 99,553 0.4 79,495 0.4 20,058 25.2

地 方 消 費 税 交 付 金 1,187,900 5.3 1,125,680 5.4 62,220 5.5

環 境 性 能 割 交 付 金 26,400 0.1 18,980 0.1 7,420 39.1

※地 方 特 例 交 付 金 40,452 0.2 53,020 0.3 △ 12,568 △ 23.7

※地 方 交 付 税 4,350,000 19.4 4,550,000 21.9 △ 200,000 △ 4.4

交通安全対策特別交付金 5,500 0.0 5,500 0.0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 107,049 0.5 112,742 0.5 △ 5,693 △ 5.0

使 用 料 及 び 手 数 料 241,612 1.1 244,599 1.2 △ 2,987 △ 1.2

※国 庫 支 出 金 2,699,288 12.0 2,981,408 14.4 △ 282,120 △ 9.5

※県 支 出 金 1,487,224 6.6 1,420,606 6.8 66,618 4.7

財 産 収 入 33,508 0.1 32,108 0.2 1,400 4.4

寄 附 金 30,000 0.1 30,000 0.1 0.0

※繰 入 金 1,650,726 7.4 359,592 1.7 1,291,134 359.1

繰 越 金 1 0.0 200,000 1.0 △ 199,999 △ 100.0

諸 収 入 762,218 3.4 705,470 3.4 56,748 8.0

※市 債 1,690,300 7.5 1,112,200 5.4 578,100 52.0

歳 入 合 計 22,440,000 100.0 20,770,000 100.0 1,670,000 8.0

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

Ⅱ　歳入の状況（一般会計）

歳 入 区 分 増減率構成比 構成比

47.3%
52.7%

市税
34.7%

分担金及び負担金

使用料及び手数料

繰入金、繰越金
8.9%

諸収入

など
3.7%

地方交付税
19.4%

国庫支出金
12.0%

県支出金
6.6%

市債
7.5%

地方譲与税

など
7.1%

個人市民税

31.5%

法人市民税

7.4%

固定資産税
48.6%

都市計画税
6.6%

その他
5.9%

市税

自主

財源

依存

財源

歳入

参考（市税・内訳）歳入
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【款別歳入の主な状況】 

《※市税》 

 個人市民税は、個人所得の減少などにより、対前年度 61,568 千円減（2.4％減）

の 2,458,235 千円を見込んでいます。法人市民税は、企業の業績見込みなどにより、

対前年度 243,737 千円増（73.2％増）の 576,731 千円を見込んでいます。固定資産

税は、新築家屋の増加などにより、対前年度 89,055 千円増（2.4％増）の 3,782,790

千円を見込んでいます。これらにより、市税全体では対前年度 267,539 千円増（3.6％

増）の 7,788,439 千円を見込んでいます。 

《※地方交付税》 

 普通交付税は、市税収入の増加に伴う基準財政収入額の増などにより、対前年度

200,000 千円減（5.0％減）の 3,800,000 千円を見込んでいます。また、特別交付税

は、過去の実績などを勘案し、対前年度同額の 550,000 千円を見込んでいます。 

《※国庫支出金》 

 出産・子育て応援交付金などが増となるものの、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金などの減により、対前年度 282,120 千円減（9.5％減）の

2,699,288 千円を見込んでいます。 

《※県支出金》 

 介護施設等整備補助金や農村整備事業補助金などの増により、対前年度 66,618

千円増（4.7％増）の 1,487,224 千円を見込んでいます。 

《※繰入金》 

 財政調整基金及び減債基金からの繰入金は、対前年度 510,000 千円増（145.7％

増）の 860,000 千円を見込んでいます。また、土地開発基金の廃止に伴う繰入金

776,234 千円を見込んでいます。 

《※市債》 

 防災指令拠点の建設に係る防災指令拠点整備事業債などの増により、市債全体で

対前年度 578,100 千円増（52.0％増）の 1,690,300 千円を見込んでいます。 
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【性質別歳出内訳】 （単位：千円、％）

令和５年度 令和４年度 増減額

予算額（A) 予算額（B) （A)-(B)

※人 件 費 3,309,350 14.7 3,434,015 16.5 △ 124,665 △ 3.6

※物 件 費 3,023,732 13.5 3,238,576 15.6 △ 214,844 △ 6.6

維 持 補 修 費 205,150 0.9 164,805 0.8 40,345 24.5

扶 助 費 4,323,145 19.3 4,335,199 20.9 △ 12,054 △ 0.3

※補 助 費 等 3,722,472 16.6 3,788,057 18.2 △ 65,585 △ 1.7

※公 債 費 2,463,265 11.0 2,389,926 11.5 73,339 3.1

積 立 金 814,181 3.6 15,362 0.1 798,819 5,200.0

※投資及び出資金・貸付金 303,124 1.4 219,064 1.1 84,060 38.4

※繰 出 金 2,124,935 9.5 2,073,171 10.0 51,764 2.5

予 備 費 39,176 0.2 31,013 0.1 8,163 26.3

小 計 20,328,530 90.6 19,689,188 94.8 639,342 3.2

投 資 的 経 費 2,111,470 9.4 1,080,812 5.2 1,030,658 95.4

※ 普 通 建 設 事 業 費 2,108,470 9.4 1,075,452 5.2 1,033,018 96.1

災 害 復 旧 事 業 費 3,000 0.0 5,360 0.0 △ 2,360 △ 44.0

歳 出 合 計 22,440,000 100.0 20,770,000 100.0 1,670,000 8.0

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

Ⅲ　歳出の状況（一般会計）

歳 出 区 分 構成比 構成比 増減率

歳出 参考（歳出・款別）

45.0%

9.4%

45.6%

人件費
14.7%

扶助費
19.3%

公債費
11.0%

普通建設事業費

災害復旧事業費
9.4%

物件費

13.5%

補助費等
16.6%

繰出金
9.5%

積立金等

その他

6.1%

義務的

経費

その他の

経費 歳出

投資的

経費

議会費
0.9%

総務費
15.2%

民生費
34.6%

衛生費
11.4%

労働費
0.1%

農林水産業費
2.9%

商工費
2.3%

土木費
8.2%

消防費
3.5% 教育費

9.7%

災害復旧費

0.0%
公債費

11.0%

諸支出金

予備費
0.2%

歳出
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【性質別歳出の主な状況】 

《※人件費》 

 退職手当などの減により、対前年度 124,665 千円減（3.6％減）の 3,309,350 千円

を見込んでいます。 

《※物件費》 

 本庁舎をはじめとする公共施設の光熱水費などが増となる一方、新型コロナウイ

ルスワクチン接種に係る経費や商品券取扱店募集・換金業務等委託料などの減によ

り、対前年度 214,844 千円減（6.6％減）の 3,023,732 千円を見込んでいます。 

《※補助費等》 

 下水道事業会計繰出金などが増となる一方、介護老人保健施設事業会計繰出金や

事業所設置奨励金の減などにより、対前年度 65,585 千円減（1.7％減）の 3,722,472

千円を見込んでいます。 

《※公債費》 

 過去に借り入れた市債の一部（未来創造基金造成事業債など）の償還が終了する

一方、平成 30 年 7 月豪雨災害の災害復旧事業に係る災害復旧事業債や市民ホールの

空調整備に係る市民ホール整備事業債などの償還の増に伴い、対前年度 73,339 千円

増（3.1％増）の 2,463,265 千円を見込んでいます。 

《※投資及び出資金・貸付金》 

 中小企業金融対策預託金や水道事業会計出資金の増により、前年度 84,060 千円

増（38.4％増）の 303,124 千円を見込んでいます。 

《※繰出金》 

 山口県後期高齢者医療広域連合への負担金や後期高齢者医療特別会計への繰出

金が増となることから、対前年度 51,764 千円増（2.5％増）の 2,124,935 千円を見

込んでいます。 

《※普通建設事業費》 

 汚水処理共同化事業などが減となる一方、防災指令拠点整備事業や学校施設長寿

命化計画推進事業などの増により、対前年度 1,033,018 千円増（96.1％増）の

2,108,470 千円を見込んでいます。 
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　Ⅳ　主な財政指標等の推移（一般会計）

令和５年度当初予算における経常収支比率は105.2％となっており、令和４年度に比べ2.4ポイ
ント上昇する見込みです。
これは、一般財源である普通交付税や臨時財政対策債が減少する一方、公債費などの経常的経

費が増加したことによるものです。
また、令和５年度当初予算における実質公債費比率は6.8％となっており、令和４年度に比べ、

0.4ポイント上昇する見込みです。これは、一般会計の公債費が上昇したことなどによるものです。
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令和５年度当初予算における年度末市債残高見込額は210億6,971万円となっており、令和４年度
末見込額に比べ6億9,313万円の減（3.2％減）となっています。
令和５年度末の残高が減少しているのは、臨時財政対策債が減少したことなどにより、市債発行
額が元金償還額を大幅に下回るためです。
また、公債費については、平成30年7月豪雨災害の災害復旧事業に係る災害復旧事業債や市民
ホールの空調整備に係る市民ホール整備事業債などの償還の増に伴い、6,108万円増（2.5％増）
の24億6,327万円となっています。
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財政力指数は、地方自治体の地方交付税に依存する度合を示す指標で、数値が高いほど地方税
の収入能力が高く、交付税依存度が低いとされています。
令和５年度当初予算での財政力指数は65.0％で、令和４年度に比べ3.0ポイント改善する見込み

です。これは、国が示す推計伸率を勘案し算定した基準財政需要額が前年度と比べ増加するもの
の、市税収入の増加に伴い令和５年度の基準財政収入額が増加するためです。
市税収入は、法人市民税や固定資産税の増加などにより、令和４年度に比べ3.6％増の77億

8,844万円を見込んでいます。

地方交付税は、地方公共団体間の税源の不均衡を調整することで、地方税収入の少ない団体に
も財源を保障し、全国どこでも標準的な行政サービスを提供できるよう、国が地方公共団体に対
して交付する財源です。地方交付税には、普通交付税と特別交付税があります。
令和５年度当初予算における普通交付税は、市税収入の増加に伴う基準財政収入額の増などに

より、令和４年度決算見込に比べ14.7％減の38億円を見込んでいます。
特別交付税は、令和４年度と同額の5億5,000万円を見込んでいます。
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令和５年度当初予算における財政調整基金の年度末残高は21億8,044万円となっています。
財政調整基金は年度間の財源の不均衡を調整し、将来にわたって健全財政を持続するために積

み立てることとしており、行財政構造改革推進プランでは、市政の安定的な運営のため、残高20
億円の確保を成果指標として設定しています。

義務的経費とは「人件費」「扶助費」「公債費」をいい、令和５年度当初予算における義務的
経費の構成比は45.0％となっており、令和４年度当初予算に比べ3.9ポイント減少しています。
これは、公債費が前年度と比べ増加したものの、人件費が退職手当の減などにより前年度に比

べ減少したことによるもので、義務的経費の合計額は令和４年度に比べ6,338万円減少しています。
投資的経費とは「普通建設事業費」等をいい、令和５年度当初予算における投資的経費の構成

比は9.4％となっており、令和４年度当初予算に比べ4.2ポイント増加しています。
これは、防災指令拠点整備事業や学校施設長寿命化計画推進事業などの増により、当該経費の

合計額が令和４年度に比べ10億3,066万円増加しているためです。
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３ つながる光・未来戦略プロジェクト 

１ 安全がつながる  

  防災指令拠点施設整備と災害に強いまち構築プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

防災指令拠点整備事業 ユニバーサル歩道整備事業 

地震をはじめ、風水害等あらゆる災害に的確に対応で

きる防災指令拠点施設を整備するとともに、災害対応の

中核となる総合防災情報システムを構築し、市民の安

全・安心を確保します。  

５年度は、供用開始に向け、引き続き、建設工事を実

施するとともに、ドローン映像配信システムの構築や河

川等監視カメラの設置などを行います。   

☆防災指令拠点整備事業 

近年の異常気象等により、堤体が決壊する懸念がある

ため池について、被災時に迅速かつ安全な避難を促すた

め、ため池ハザードマップを作成します。 

５年度は、市内５か所の防災重点農業用ため池のハ

ザードマップを作成し、近隣住民等への周知徹底に努め

ます。  

★ため池ハザードマップ作成事業 

 誰もが安全に、安心して通行できる歩道の整備を実施

し、「安全・安心都市」の実現を目指します。 

 ５年度は、著しい路面の凹凸がある歩道において、舗

装の打ち換えや街路樹の撤去、縁石の据え替えなどを行

い、通行者の安全・安心を確保します。  

★ユニバーサル歩道整備事業 
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２ 笑顔がつながる  

    協働による地域の絆再生プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 第３次総合計画のまちづくりを共有し、市政への関心と

郷土への愛着を育むため、市長と生徒による対話の機会を

創出します。 

 ５年度は、「市長と語ろう！ひかり未来ミーティング」

として、将来を担う世代である市内中学校及び高等学校の

生徒と市長が、これからのまちづくりへの想いを互いに持

ち寄り、共に考え、意見交換を行います。 

★市長と語ろう！ひかり未来ミーティング 

 平成３０年７月豪雨で大きな被害を受けた三島コミュ

ニティセンターについて、地域の拠点施設として安心し

て利用できる新たな施設を整備します。 

 ５年度は、引き続き、建設工事に必要となる基本設計

及び実施設計に取り組み、７年度の供用開始に向けた準

備を着実に進めます。 

☆三島コミュニティセンター整備事業 

 多様化・複雑化する公共的課題（地域課題や社会的課

題等）に対して、市民と行政の協働により解決すること

を目指します。 

 ５年度は、提案者及び応募者がより活用しやすい制度

に見直した上で、新たな提案を募集し、協働による公共

的課題の推進を図ります。 

☆協働事業提案制度 

三島コミュニティセンター整備事業 市長と語ろう！ひかり未来ミーティング 
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 本施設が抱える様々な課題を解消し、将来にわたって

安定的かつ効率的な施設運営と、より質の高い介護サー

ビスを提供するため、本施設を民間へ譲渡します。 

 ５年度は、令和６年４月１日の民間譲渡に向け、具体

的な協議・調整を実施します。 

★介護老人保健施設「ナイスケアまほろば」の民営化 

３ 安心がつながる  

    健康と長寿を支える医療環境充実プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 特定健診等は、生活習慣病を早期に発見するため、定

期的に受診することが大切です。  

 ５年度は、新たにアルブミン検査を全員実施するとと

もに、心電図・貧血検査は、基本的に医師の判断により

実施しますが、対象とならなかった希望者にも実施する

ことで、特定健診等の充実を図ります。 

☆特定健康診査等充実事業 

特定健康診査等充実事業 プラス葉酸☆人生最初の1,000日応援事業 

 妊娠準備期から産後（２歳頃）までの赤ちゃんにとっ

ての人生最初の1,000日間に食育を通した支援を行い、家

庭での栄養状況の向上や健康増進を図ります。  

 ５年度は、胎児の健全な発育や妊婦の貧血予防等に必

要とされる「葉酸」のサプリメントを妊婦又は妊娠を希

望する方に配布するとともに、管理栄養士による食生活

チェック及び指導を実施します。  

★プラス葉酸☆人生最初の1,000日応援事業 
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４ 地域がつながる  

    光駅のバリアフリー化と公共交通ネットワーク構築プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 移動が困難な高齢者の移動手段を確保するため、新た

な地域内交通「デマンド型交通」の導入検討を行いま

す。 

 ５年度は、予約状況に応じて効率的な運行ルートが選

択できるＡＩ技術を活用した「デマンド型交通」につい

て、地域を限定した実証実験を行います。  

★ＡＩデマンド型交通導入実証実験事業 

 通院や買い物などの日常生活に必要な移動を困難とす

る高齢者や運転免許返納者などの交通弱者の移動を支援

するため、バス・タクシー利用時の運賃助成を行いま

す。 

 ５年度は、対象者の要件を一部緩和するとともに、申

請方法を郵送でも可能とするなど、制度の一部を見直し

た上で、引き続きパイロット事業として実施します。 

☆高齢者バス・タクシー運賃助成パイロット事業

 公共交通サービスの一翼を担うバス交通網の整備のた

め、市営バスの運行とともに、民間バス事業者の支援を

行います。 

 ５年度は、バスへの交通系ＩＣカード導入を促進し、

利便性の向上を図るとともに、民間バス路線を維持する

ため、欠損額に対する助成を実施します。 

バス交通網の整備 

ＡＩデマンド型交通導入実証実験事業 高齢者バス・タクシー運賃助成 

パイロット事業 
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５ 元気がつながる  

    にぎわいを生み出す地域産業活性化プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 深刻な人手不足に直面する中小企業等の人材確保・育

成・定着の取組とともに、居住地として本市が選ばれる

よう、事業者を支援します。 

 ５年度は、企業の知名度向上やブランド化、人材力の

向上につながる研修、市内での社員寮の借上に対する助

成制度を創設します。 

★「光に住んで、働こうやー！」支援事業 

 農業振興における課題の解決とＳＤＧｓの目標達成に

つながる、市民のライフスタイルの変化を促す取組に市

民とともにチャレンジします。 

 ５年度は、耕作放棄地の解消や景観維持を目的に、景

観作物であるひまわりの種まきから種の収穫までを行う

実証実験に取り組みます。 

★ＳＤＧｓチャレンジ「光ひまわりプロジェクト」 

 雇用の創出、産業競争力の強化、地域経済の活性化等

を目的に、県と共同で、小周防地区に新たな産業団地を

整備します。 

 ５年度は、造成に向け、測量・地質調査や実施設計、

用地取得に必要な経費の一部を負担し、県に支払いま

す。 

新産業団地整備事業 

ＳＤＧｓチャレンジ「光ひまわりプロジェクト」 「光に住んで、働こうやー！」支援事業 
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６ 世代がつながる  

    誰一人取り残さない「光っ子」を育む教育と子育て応援プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

 ６年度に第２期子ども・子育て支援事業計画が終期を

迎えるため、国の動向などを踏まえながら、新たな計画

の策定に着手します。  

 ５年度は、市民ニーズを把握するためにアンケートを

実施し、回答の集計や内容の分析を行います。 

★第３期子ども・子育て支援事業計画策定事業 

 小中一貫教育の効果を更に高めるため、施設一体型小

中一貫ひかり学園の整備を進めます。 

 ５年度は、やまと学園の整備に向け、準備委員会で協

議やワークショップを行い、通学・地域交流活動などの

諸課題の整理を行うとともに、施設整備に係る基本計画

の策定を行います。

小中一貫ひかり学園推進事業 

小中一貫ひかり学園推進事業 学校給食費負担軽減事業 

 給食食材費の高騰分に係る臨時的対応として、子育て

世帯の保護者負担の軽減を図ります。 

 ５年度は、給食食材費が高騰する中にあっても、学校

給食費を改定せず、保護者負担が増加しないよう給食食

材費高騰分相当額を市が負担します。

★学校給食費負担軽減事業 
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７ 技術がつながる  

    デジタル化で進める快適な暮らし実現プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

行財政構造改革推進プランに掲げる、キャッシュレス

決済等を利用した納付を推進します。 

５年度は、窓口における証明書等に対する手数料を対

象とした、スマホ決済やコード決済等の多様なキャッ

シュレス決済を導入します。 

★キャッシュレス決済の導入 

行財政構造改革推進プランに掲げる、公共施設におけ

る通信環境の充実を図ります。 

５年度は、施設利用者が展示物鑑賞の際などに、芸術

や文化に関する情報を収集し、活用できる環境を整備す

るため、文化施設に公衆無線ＬＡＮを導入します。 

★公衆無線ＬＡＮ環境整備事業 

マイナンバーカードを活用した行政手続のオンライン

化を進める中、市民の皆様に利便性を実感いただけるよ

うマイナンバーカードの普及啓発に取り組みます。 

 ５年度は、引き続き、臨時窓口の開設や出張申請サ

ポートを実施するとともに、市内郵便局においても申請

可能な環境を整備します。 

☆マイナンバーカード普及対策事業 

キャッシュレス決済の導入 公衆無線ＬＡＮ環境整備事業 
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８ 人がつながる  

    豊かな自然と人で魅せるシティプロモーション活動実践プロジェクト 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

まちへの愛着や誇りの醸成と市内外への魅力発信につ

いて、市民目線での取組を促進し、「つながり」の再構

築を図ります。 

５年度は、市民団体等が開催する、特色ある市ならで

はの魅力の発信、発見につながるイベント等を公募によ

り支援します。 

★ひかりの魅力発信・発見支援事業 

家庭の脱炭素化を推進するとともに、物価・エネル

ギー価格の高騰による電気料金等の負担を軽減するた

め、家庭における電力使用量が多いエアコン及び冷蔵庫

について、省エネ性能の高い製品に買い替える費用の一

部を助成します。 

★省エネ家電買替応援キャンペーン 

 日本の白砂青松100選の一つであり、本市特有の魅力で

ある海水浴場の環境を整備し、海水浴客をはじめとする

観光客の来訪を促進します。 

 ５年度は、虹ケ浜海水浴場にシャワーを設置するとと

もに、飲食や様々なサービス等を提供するための「チャ

レンジショップ」を新たに開設し、海水浴客の利便性の

向上を図ります。 

☆チャレンジショップ等海水浴場環境整備事業 

ひかりの魅力発信・発見支援事業 省エネ家電買替応援キャンペーン 
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４ 総合計画に基づいた主な事業 

基本目標１ 限りない市民力・地域力がゆたかに花開くまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

英語スピーチコンテストの開催 中学校部活動改革推進事業 
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基本目標２ ゆたかな人間性と可能性を大切にし心温かい人が育つまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

出産・子育てしっかりサポート★ひかり インクルーシブ遊具等整備事業 
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基本目標２ ゆたかな人間性と可能性を大切にし心温かい人が育つまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

光っ子教育サポート事業 学校ＩＣＴ化支援事業 
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基本目標３ 安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的 

実施（準備）事業 

養護老人ホーム施設整備助成事業 
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基本目標３ 安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

ヒトパピローマウイルス感染症 

定期予防接種 

大和地域民間診療所誘致事業 
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基本目標３ 安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

ため池ハザードマップ作成事業 消防力の整備・充実 
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基本目標４ 自然と都市が潤いゆたかに調和したまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

光漁港浚渫事業 公用車への電気自動車導入事業 
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★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

農村整備事業（光地区） 立地適正化計画策定事業 

基本目標４ 自然と都市が潤いゆたかに調和したまち 
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基本目標４ 自然と都市が潤いゆたかに調和したまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

虹ケ丘公園防災・安全対策事業 屋外バスケットゴール整備事業 
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基本目標５ 産業の活力とにぎわいがゆたかに行き渡るまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

有害鳥獣捕獲対策事業 遊休農地活性化事業 
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基本目標５ 産業の活力とにぎわいがゆたかに行き渡るまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

        ひかり移住支援補助金 チャレンジショップ等海水浴場環境整備事業 
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基本目標６ 市民参画と健全な行財政でゆたかさを創出するまち 

★：新規事業   ☆：見直し又は充実した事業 

庁舎整備基金の造成 マイナンバーカード普及対策事業 
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区  分 内     容 
予算額等 

（千円） 

Ⅰ 利便性と質の高い行政サービスへの転換

(1)市民サービスの質的向上 

◎
行政手続オンライン

化事業 

市民生活の利便性向上や行政事務の効率化を図るため、電子申

請システムを利用して、オンラインで申請できる手続を拡充 
1,168

情報システムの標準

化・共通化対応事業 

標準化が義務付けられた基幹系 20 業務について段階的に実施

するため、２業務の標準化を実施 
17,517

ビジネスチャットツ

ール導入事業 

職員間や自治体間における情報共有・情報交換を効率的に行う

ため、ビジネスチャットツールを本格導入 
1,743

デジタル保育推進事

業 

登園時の混雑を緩和し、保護者の負担を軽減するため、登降園

用端末を増設し、更なるＩＣＴ化を推進 
2,477

内部事務システムの

更新事業 

内部事務の電子・ペーパーレス化を推進するためのシステム更

新に向けた業者選定及びシステム構築 
－

◎
マイナンバーカード

普及対策事業 

マイナンバーカード交付率向上を図るため、時間外・休日臨時

窓口開設、企業等への出張申請サポート及び郵便局に申請支援

業務委託を実施 

6,027

◎ スマホ購入支援事業 

情報受発信ツールの活用や行政手続オンライン化の推進に向

けたデジタルデバイド（情報格差）解消のため、高齢者のスマ

ートフォン購入を支援 

2,000

◎
公衆無線ＬＡＮ環境

整備事業 
文化施設に公衆無線ＬＡＮを導入 2,017

キャッシュレス決済

の導入 

窓口における手数料を対象としたスマホ決済やコード決済等

のキャッシュレス決済を導入 
6,550

高齢者バス・タクシ

ー運賃助成パイロッ

ト事業 

通院や買い物などの日常生活に必要な移動を困難とする高齢

者や運転免許返納者などの交通弱者の移動を支援するため、バ

ス・タクシー利用時の運賃を助成 

11,573

(2)市民との情報の共有化と発信力の更なる向上 

市長と気軽にミーテ

ィング(おでかけ版) 

「ゆたかな社会」の実現に向け、市長が市民のもとに出向き、

今後のまちづくりのほか、様々な行政課題について情報共有

し、意見交換を行う対話事業の実施 

10

市長と語ろう!ひか

り未来ミーティング 

市内中学校と高等学校の生徒を対象に、まちづくりへの思いを

互いに持ち寄り、共に考え、よりよいまちづくりに繋げるため

の市長と生徒による対話事業を実施 

－

ひかりの魅力発信・

発見支援事業 

まちへの愛着や誇りを醸成するとともに、ひかりの魅力を市内

外に発信するため、市民団体等が主催するイベントなどを支援
1,000

５ 行財政構造改革推進プランに基づく主な取組 

◎：未来挑戦プロジェクトに基づく事業
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区  分 内     容 
予算額等 

（千円） 

Ⅱ 官民協働によるまちづくりの推進

(1)協働によるまちづくりの推進 

◎ 民間提案制度の実施 

市民サービス向上や行財政運営の効率性向上につなげるため、

民間事業者のアイデアやノウハウに基づく、自由な提案「フリ

ー型」、設定したテーマについて提案を公募する「テーマ型」、

愛称を付与したい公共施設等を公募する「ネーミングライツ提

案型」を実施 

－

トライアル・サウン

ディングの実施 

施設等の活用方針の検討及び課題の整理等を行うため、公共施

設等の暫定利用を希望する民間事業者等を公募し、一定期間使

用してもらうトライアル・サウンディングを実施

－

ＰＢＬによる官学連

携事業 

地域課題の解決に向けて、周南公立大学と連携したプロジェク

ト型課題解決学習（ＰＢＬ）を活用 
200

公立保育所給食調理

等業務委託 
公立保育所の給食調理等業務を民間事業者へ委託 46,042

コミュニティプラン

実現支援事業 

地域おこし協力隊の活用により、中山間地域で策定されたコミ

ュニティプランの履行・実現を支援 
3,239

◎
ＡＩデマンド型交通

導入実証実験事業 

新たな地域内交通の導入に向けて、予約状況に応じて効率的な

運行ルートが選択できるＡＩ技術を活用した「デマンド型交

通」について、地域を限定した実証実験を実施 

9,431

◎
情報受発信ツール導

入事業 

スマートフォンアプリＬＩＮＥを活用し、市民と行政双方の情

報の受発信を充実 
1,994

連携・協働教育推進

事業 

コミュニティ・スクールを基盤とした小中一貫教育を要とし

て、子どもの「学び」と「育ち」をつなぐ、幼保、小・中、高

等学校の連携・協働教育を推進 

5,525

Ⅲ 時代の変化に対応できる職員の育成と組織の構築

(1)職員の意識改革と能力向上 

◎
人材育成・女性活躍推

進事業 

理想の職員像の実現に向けた研修会の実施や人材マネジメン

トを浸透させるための研修の受講、課題解決能力向上のための

先進地視察の実施、自己啓発促進のための資格取得等への支援

1,920

(2)組織構造の改革 

定員管理計画策定事

業 

高度化・複雑化する行政ニーズへの的確な対応や、定年延長等

の制度変更を踏まえ、時代に即した適正な定員管理を行うた

め、計画策定に着手 

5,000

機構改革の実施 
時代の変化に柔軟に対応するため、部の再編統合をはじめとし

た機構改革を実施 
－

職員採用事業 
就職情報サイトへの掲載や職員採用試験申込手続の電子化な

ど、受験者の増加につながる取組を実施 
1,213
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区  分 内     容 
予算額等 

（千円） 

Ⅳ 持続可能な財政基盤の構築

(1)健全な財政運営の推進 

一般財源枠配分方式

による予算編成の実

施 

一般財源見込額を各部局に配分する手法に、財政調整基金や新

たな自主財源も加味した一般財源枠配分方式を取り入れ、柔軟

で戦略的な発想による持続可能な行財政運営に取り組む 

－

◎

公有財産の有効活用

及び遊休財産の処分

等 

公有財産の積極的な有効活用や利用計画のない普通財産の計

画的な処分を推進し、自主財源を確保 

（歳入） 

26,898

介護老人保健施設

「ナイスケアまほろ

ば」の民営化 

介護老人保健施設「ナイスケアまほろば」の民間譲渡（令和６

年４月１日）に向けた協議・調整 
－

自家用工業用水道事

業 

光市が保有する中山川ダム貯留権の分割水利権を活用し、山口

県企業局に有償で工業用水を供給 

（歳入） 

97,070

ふるさと光応援寄附

金 

寄附件数の増加や交流人口の拡大につなげていくため、寄附申

込サイトにおいて、本市の自然や特産品の魅力を広く発信する

など、認知度向上への取組を実施 

（歳入） 

30,000

(2)公共施設マネジメントの推進 

◎ 庁舎整備基金の造成 庁舎の整備等に必要な経費に充てるための基金を造成 800,000

◎
三島コミュニティセ

ンター整備事業 

平成 30 年７月豪雨災害で被災した三島コミュニティセンター

について、新たな施設整備に向け基本・実施設計等を実施 
71,605

市営住宅の計画的用

途廃止 
光市営住宅等長寿命化計画に基づき､東領家住宅の一部を解体 12,660

◎
小中一貫ひかり学園

推進事業 

施設一体型小中一貫やまと学園の新設に向け、準備委員会での

協議や施設整備基本計画の策定を実施 
12,896

◎
学校施設長寿命化計

画推進事業 

学校施設長寿命化計画に基づき、部位修繕や改修等を計画的に

実施 
436,729

フィッシングパーク

光長期修繕計画策定

事業 

計画的かつ予防保全による施設の長寿命化を図るため、長期修

繕計画を策定 
6,000

-33-



事業名 内　容
予算額

（千円）
区分

キャッシュレス決済の導入
窓口における手数料を対象としたスマホ決済やコード決済
等のキャッシュレス決済を導入

6,550 ②

公衆無線ＬＡＮ環境整備事業 文化施設に公衆無線ＬＡＮを導入 2,017 ②

省エネ家電買替応援キャンペーン
家庭の脱炭素化を推進するとともに、物価・エネルギー価
格高騰を踏まえ、家庭における電力使用量が多いエアコ
ン・冷蔵庫の省エネ性能が高い製品への買替を支援

5,000 ①

有害鳥獣捕獲対策事業
鳥獣捕獲体制強化のため、狩猟免許を有する鳥獣被害対策
専門の会計年度任用職員を任用するとともに、運搬用低床
ダンプ軽トラックを購入

5,518 ①

光漁港浚渫事業
西ノ浜漁港の入口付近に堆積した土砂を取り除き、船舶が
安全に航行できる水深を確保

5,000 ①

｢光に住んで、働こうやー！｣支援事業
本市中小企業等の人材確保・育成・定着の取組とともに、
就職後の居住地としても本市が選ばれるよう、事業者への
支援を通して本市への定住を促進

9,700 ①

ひかりの魅力発信・発見支援事業
まちへの愛着や誇りを醸成するとともに、ひかりの魅力を
市内外に発信するため、市民団体等が主催するイベントを
支援

1,000 ①

チャレンジショップ等海水浴場環境
整備事業

利用者の利便性向上のため、虹ケ浜海水浴場にシャワーを
設置するとともに、飲食や様々なサービス等を提供するた
めの「チャレンジショップ」を新たに開設

1,650 ③

光花火大会実施体制強化事業
本市の夏の風物詩として定着している光花火大会を４年ぶ
りに開催

4,750 ③

ユニバーサル歩道整備事業
誰もが安心して通行できる歩道を整備するため、舗装の打
ち換えや植樹桝の撤去等を実施

25,000 ①

屋外バスケットゴール整備事業
大和中学校での「市長と気軽にミーティング（おでかけ
版）」の対話を具現化し、気軽にバスケットボールに親し
むことができる環境を整備

8,000 ①

ＡＩデマンド型交通導入実証実験事業
新たな地域内交通の導入に向けて、予約状況に応じて効率
的な運行ルートが選択できるＡＩ技術を活用した「デマン
ド型交通」について、地域を限定した実証実験を実施

9,431 ①

高齢者バス・タクシー運賃助成
パイロット事業

通院や買い物などの日常生活に必要な移動を困難とする高
齢者や運転免許返納者などの交通弱者の移動を支援するた
め、バス・タクシー利用時の運賃を助成

11,573 ③

学校給食費負担軽減事業
給食食材費が高騰する中にあっても、学校給食費を改定せ
ず、保護者負担が増加しないよう給食食材費高騰分相当額
を市が負担

10,000 ①

　　【令和５年度予算額】

　　　　14事業：総額105,189千円

６ 市民満足度向上事業

光市行財政構造改革推進プランに掲げる取組項目の着実な推進により生み出した財源を活用し、「市民満足

度の向上」を目的に実施する事業

①原則単年度単独事業

②臨時的な国県補助事業を活用した単年度事業

③継続事業に対する単年度集中的な上乗せ事業

☆市民満足度向上事業とは
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参 考 資 料





（単位：千円、％）

(A) (B) (A)-(B)  (C)

（単位：千円）

一般会計出資金 11,200千円←0千円
   対前年度比 11,200千円増（皆増）
一般会計繰入金 24,375千円←24,591千円
   対前年度 216千円減（0.9%減）

一般会計繰入金 666,636千円←652,821千円
   対前年度 13,815千円増（2.1%増）

一般会計繰入金 124,025千円←193,601千円
   対前年度 69,576千円減（35.9%減）

一般会計繰入金 590,721千円←536,858千円
   対前年度 53,863千円増（10.0%増）

1,610,6371,622,019

7,440,079 8,134,113 292,443 438,852

介 護 老 人 保 健
施 設 事 業 会 計

430,703 471,597 51,093 51,093

下水道事業会計 743,500247,950

保険給付費 4,078,407千円←4,147,207千円
   対前年度 68,800千円減（1.7%減）
国民健康保険事業費納付金
   1,201,862千円←1,226,044千円
一般会計繰入金 346,454千円←367,114千円

保険給付費 5,226,192千円←5,041,192千円

   対前年度 20,660千円減（5.6%減）

介 護 保 険 5,630,694 5,454,697 175,997 3.2
   対前年度 185,000千円増（3.7%増）

摘要区    分
収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

収　　入 支　　出

水 道 事 業 会 計 1,297,400 1,128,900 278,100 986,800

病 院 事 業 会 計

【企業会計】

一 般 ・ 特 別 会 計 34,722,988

収　　入 支　　出

32,954,095 1,768,893 5.4

1,126,655 36,020 3.2

広域連合納付金 1,154,664千円←1,113,796千円
   対前年度 40,868千円増（3.7%増）
一般会計繰入金 258,344千円←233,722千円

後期高齢者医療 1,162,675

一般会計繰入金 869,706千円←874,152千円
   対前年度 4,446千円減（0.5%減）

   対前年度 24,622千円増（10.5%増）

一 般 会 計 22,440,000

△ 113,1245,489,619 5,602,743国民健康保険 △ 2.0

令　和　5　年　度　光　市　予　算　概　要

【総 括 表】

区    分
令和５年度
予  算  額

令和４年度
予  算  額

増減額 増減率
摘要

(C)/(B)

地方財政計画伸率 ＋1.6％

特 別 会 計 12,282,988 12,184,095 98,893 0.8

1,670,000 8.020,770,000

-35-



令和５年度 令和４年度

予  算  額 予  算  額

(A) (B) (A)-(B)  (C)

歳入総額の 34.7%

一般財源の 49.1%

自動車重量譲与税

地方揮発油譲与税

普通交付税

特別交付税

財政調整基金

減債基金

臨時財政対策債

５年度末市債残高

うち一般財源

70.6%

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

1,670,000 8.0

15,853,422千円

歳入総額の （R４／71.7％）

      対前年度    958,161千円増（6.4％増）

49,468 4.4

計 22,440,000 20,770,000

300,000千円

      対前年度 300,000千円減(50.0％減）

21,069,714千円

      対前年度 860,363千円減（3.9％減）

そ の 他 1,179,887 1,130,419

1,112,200 578,100 52.0市 債 1,690,300

200,000 △ 199,999 △ 100.0繰 越 金 1

1,291,134 359.1
      対前年度  510,000千円増（170.0％増）

50,000千円

      対前年度  増減なし

810,000千円

歳入総額の 6.6% （R４／6.8％）

繰 入 金 1,650,726 359,592

1,420,606 66,618 4.7

歳入総額の 12.0% （R４／14.4％）

県 支 出 金 1,487,224

2,981,408 △ 282,120 △ 9.5

3,800,000千円

      対前年度  200,000千円減（5.0％減）

550,000千円

      対前年度  増減なし

国 庫 支 出 金 2,699,288

地 方 交 付 税 4,350,000 4,550,000

53,020 △ 12,568 △ 23.7

△ 200,000 △ 4.4

地 方 特 例 交 付 金 40,452

1,125,680 62,220 5.5地 方 消 費 税 交 付 金 1,187,900

79,495 20,058 25.2法 人 事 業 税 交 付 金 99,553

16,440 15,500 94.3
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

31,940

25,930 18,770 72.4

△ 3,730 △ 45.9

配 当 割 交 付 金 44,700

103,910千円

37,700千円

利 子 割 交 付 金 4,400 8,130

167,200 △ 8,410 △ 5.0地 方 譲 与 税 158,790

(R４ 6.8% )7,743 1.5 市税の 6.6%都 市 計 画 税 516,274 508,531

市税の 0.0% (R４ 0.0% )3,173 △ 473 △ 14.9

)

入 湯 税 2,700

△ 3.6 市税の 3.7% (R４ 3.9%

市 民 税

296,321 △ 10,726

166,343 △ 229

市 た ば こ 税 285,595

市税の 2.1% (R４ 2.2% )△ 0.1

)2.4 市税の 48.6%3,693,735 89,055

軽 自 動 車 税 166,114

4.4% )

(R４ 49.1%固 定 資 産 税 3,782,790

243,737 73.2 市税の 7.4% (R４法 人 576,731 332,994

市税の 31.6% (R４ 33.5% )2,519,803 △ 61,568 △ 2.4

)

個 人 2,458,235

6.4 市税の 39.0% (R４ 37.9%3,034,966

267,539

2,852,797 182,169

3.6
（R４／36.2％）

（R４／50.5％）
市 税 7,788,439 7,520,900

（単位：千円、％）【一般会計歳入】

区    分
増減額 増減率

摘要

(C)/(B)

環 境 性 能 割 交 付 金 26,400 18,980 7,420 39.1
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令和５年度 令和４年度 ５年度

予  算  額 予  算  額 構成比

(A) (B) (A)-(B)  (C)

地方財政計画

対前年度 増減なし

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

※経常収支比率は、歳入の経常一般財源に臨時財政対策債を含んだ場合の数値

※各財政指標は、当初予算ベースの見込数値

（単位：千円、％）【一般会計歳出】

区    分
増減額 増減率

摘要

(C)/(B)

人 件 費 3,309,350 3,434,015 △ 124,665 △ 3.6 14.7

物 件 費 3,023,732 3,238,576 △ 214,844 △ 6.6 13.5

維 持 補 修 費 205,150 164,805 40,345 24.5 0.9

扶 助 費 4,323,145 4,335,199 △ 12,054 △ 0.3 19.3

補 助 費 等 3,722,472 3,788,057 △ 65,585 △ 1.7 16.6

(1) 一 部 事 務組合
に 対 す る も の

1,340,003 1,354,899 △ 14,896 △ 1.1 6.0

(2)上記以外のもの 2,382,469 2,433,158 △ 50,689 △ 2.1 10.6

公 債 費 2,463,265 2,389,926 73,339 3.1 11.0

積 立 金 814,181 15,362 798,819 5,200.0 3.6

投 資 及 び 出 資 金
貸 付 金

303,124 219,064 84,060 38.4 1.4

繰 出 金 2,124,935 2,073,171 51,764 2.5 9.5

予 備 費 39,176 31,013 8,163 26.3 0.2

小 計 20,328,530 19,689,188 639,342 3.2 90.6

投 資 的 経 費 2,111,470 1,080,812 1,030,658 95.4 9.4

(1) 普通建設事業費 2,108,470 1,075,452 1,033,018 96.1 9.4

補 助 事 業 費 601,011 519,490 81,521 15.7 2.7

単 独 事 業 費 1,507,459 555,962 951,497 171.1 6.7

(2） 災害復旧事業費 3,000 5,360 △ 2,360 △ 44.0 0.0

計 22,440,000 20,770,000 1,670,000 8.0 100.0

経 常 収 支 比 率
105.2 102.8

(一般会計）

財 政 力 指 数
65.0 62.0

(単年度）

実 質 公 債 費 比 率
6.8 6.4

（３か年平均）
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款別事業概要一覧
　　　　★：新規事業　☆：見直し又は充実した事業 (単位：千円)

件　　　　　　名 予算額

(議会費関係)

☆ 光市議会基本条例推進事業 委員会審査のインターネット配信(録画)、議員を対象としたハラスメント研修等を実施 4,318

(総務費関係)

行財政構造改革推進プランの推進 ｢市民とともに挑戦する『ゆたかな社会』の実現｣を基本理念とする行財政構造改革推進プ －

ランの推進

☆ 　民間提案制度の実施 市民サービス向上や行財政運営の効率性向上につなげるため、民間事業者のアイデアやノ －

ウハウに基づく、自由な提案｢フリー型｣、設定したテーマについて提案を公募する｢テー

マ型｣、愛称を付与したい公共施設等を公募する｢ネーミングライツ提案型｣を実施

★ 　トライアル・サウンディングの実施 施設等の活用方針の検討及び課題の整理等を行うため、公共施設等の暫定利用を希望する －

民間事業者等を公募し、一定期間使用してもらうトライアル・サウンディングを実施

★ 庁舎整備基金の造成 行財政構造改革推進プランに基づき、庁舎の整備等に必要な経費に充てるための基金を造 800,000

成

本庁舎エレベーター改修工事 本庁舎エレベーターの全面改修に係る工事(合併特例債対象事業) 24,000

★ 定員管理計画策定事業 高度化・複雑化する行政ニーズへの的確な対応や、定年延長等の制度変更を踏まえ、時代 5,000

に即した適正な定員管理を行うため、計画策定に着手

☆ 職員採用事業 職員採用試験申込手続の電子化を実施 1,213

☆ 人材育成・女性活躍推進事業 理想の職員像の実現に向けた研修会の実施や人材マネジメントを浸透させるための研修の 1,920

受講、課題解決能力向上のための先進地視察の実施、自己啓発促進のための資格取得等へ

の支援

★ ＬＧＷＡＮを活用したデータ伝送化 閉域ネットワークのＬＧＷＡＮを活用し、より安全に金融機関へ口座引落データを伝送 66

（口座引落分） (令和5年度：山口県農業協同組合、西京銀行)

★ 第8期まちづくり市民協議会の 第3次総合計画の着実な推進に向け、有識者及び公募委員で構成する第8期まちづくり市民 102

設置・開催 協議会を設置・開催

☆ 市長と気軽にミーティング 「ゆたかな社会」の実現に向け、市長が市民のもとに出向き、今後のまちづくりのほか、 10

（おでかけ版） 様々な行政課題について情報共有し、意見交換を行う対話事業の実施

★ 市長と語ろう!ひかり未来ミーティング 市内中学校と高等学校の生徒を対象に、まちづくりへの思いを互いに持ち寄り、共に考え、 －

よりよいまちづくりにつなげるための市長と生徒による対話事業を実施

★ 小中一貫ひかり学園の整備推進に伴う 施設一体型小中一貫やまと学園の実現に伴い遊休化することが見込まれる現学校施設の利 －

遊休財産の利活用に係る調査・研究 活用について、情報収集、課題の整理等を実施

多文化共生推進事業 日本語学習支援ボランティアと外国人住民が日本語でのコミュニケーションを実践する日 151

本語交流サロンを開催

プロジェクト型課題解決学習(ＰＢＬ) 地域課題の解決に向けて、周南公立大学と連携したプロジェクト型課題解決学習（ＰＢ 200

による官学連携事業 Ｌ）を活用

光つながり創出チームの活用 関係人口の創出と移住・定住の促進に向けた意見交換、情報共有、移住セミナー参加等に 43

より組織横断的な移住施策を展開

☆ ふるさと光応援寄附金 ふるさと納税による寄附者に対し、お礼品として市内特産品等を贈呈 17,148

寄附件数の増加や交流人口の拡大につなげていくため、寄附申込サイトにおいて、本市の

自然や特産品の魅力を広く発信するなど、認知度向上への取組を実施

★ 市勢要覧作成事業 令和6年度の新市20周年に向けて、本市が進めるまちづくりを広く紹介し、まちへの愛着 1,300

を深める冊子の作成に着手

地域づくり推進事業

★ 　地域づくり支援センター環境整備事業 体育室空調機及び自火報受信機の更新 9,800

★ 　コミュニティセンター環境整備事業 伊保木コミュニティセンター給水管移設工事 820

大和コミュニティセンター飛び出し防止フェンス設置工事 600

★ 　生涯学習推進プランの充実 学習環境の充実を図るため、大型液晶ディスプレイを整備 250

☆ 　協働事業提案制度 提案者及び応募者の利用しやすい制度に改善 －

内　　　　　　　　　　　容
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☆ 三島コミュニティセンター整備事業 平成30年7月豪雨災害で被災した三島コミュニティセンターについて、新たな施設整備に 71,605

向け基本・実施設計等を実施(合併特例債対象事業)

★ キャッシュレス決済の導入 窓口における手数料を対象としたスマホ決済やコード決済等のキャッシュレス決済を導入 6,550

★ 公衆無線ＬＡＮ環境整備事業 文化施設に公衆無線ＬＡＮを導入 2,017

情報受発信ツール導入事業 スマートフォンアプリＬＩＮＥを活用し、市民と行政双方の情報の受発信を充実 1,994

★ 情報システムの標準化・共通化対応事業 標準化が義務付けられた基幹系20業務について段階的に実施するため、2業務の標準化を 17,517

実施

行政手続オンライン化事業 市民生活の利便性向上や行政事務の効率化を図るため、電子申請システムを利用して、オ 1,168

ンラインで申請できる手続を拡充

スマホ購入支援事業 情報受発信ツールの活用や行政手続オンライン化の推進に向けたデジタルデバイド（情報 2,000

格差）解消のため、高齢者のスマートフォン購入を支援

★ 防災指令拠点ネットワーク構築・サー 本庁サーバ室の機器を防災指令拠点施設内へ移設するとともに、イントラネットワークの 32,866

バ室移転事業 拠点を防災指令拠点施設内に変更し、災害に強い情報機器環境を構築

★ インボイス制度対応 令和5年10月1日から開始されるインボイス制度（適格請求書等保存方式）に適応した納入 2,337

通知書を発行するための財務会計システム改修及び新規ツールの導入

☆ ビジネスチャットツール導入事業 職員間や自治体間における情報共有・情報交換を効率的に行うため、ビジネスチャットツ 1,743

ールを本格導入

デジタル化人材活用事業 デジタル化の推進に向けた支援を受けるため、デジタル技術の専門的な知識を有する民間 5,000

人材「デジタル化推進アドバイザー」を任用

交通安全施設整備事業 区画線、カーブミラー、防護柵の補修等 5,500

街路照明適正化事業 街路照明適正化に伴う、危険街路照明の撤去 5,000

（光市街路照明推進協議会補助金）

空家等対策事業 老朽化などにより倒壊のおそれのある危険な空き家の除却費用の一部を助成 2,544

☆ 防災指令拠点整備事業 防災指令拠点施設の整備、総合防災情報システムの構築、ドローン映像配信システムの構 534,672

築、河川等監視カメラの設置

☆ 避難所環境等整備事業 迅速な避難所開設や円滑な避難所運営を図るため、通常開設する避難所に防災倉庫を整備 2,200

自家用工業用水道事業 本市が保有する中山川ダム貯留権の分割水利権を活用し、山口県企業局に有償で工業用水 97,070

を供給 (歳入)

★ 家屋評価システムサーバ移設事業 家屋評価システムサーバを本庁サーバ室から防災指令拠点施設へ移設 209

★ 滞納整理システムサーバ移設事業 滞納整理システムサーバを本庁サーバ室から防災指令拠点施設へ移設 721

☆ マイナンバーカード普及対策事業 光郵便局及び光協和簡易郵便局を除く市内9局の郵便局窓口でのマイナンバーカード申請 6,027

支援業務委託を実施

★ 住基ネット機器移設事業 都道府県向けファイアウォールを本庁重要機密室から、防災指令拠点施設へ移設 379

県議会議員選挙 任期満了日　令和5年4月29日 22,005

★ 選管サポート事業 選挙制度等の実務に精通した有識者が運営する事業に登録し、円滑で質の高い選挙を執行 44

基幹統計 学校基本調査、住宅・土地統計調査、漁業センサス、経済センサス調査区管理等 4,717

(民生費関係)

第4次障害者福祉基本計画及び第7期障 第4次障害者福祉基本計画及び第7期障害福祉計画の策定 698

害福祉計画策定事業

☆ 障害者総合相談支援事業負担金 障害者やその家族のあらゆる相談に応じ、地域における生活を支援するため、周南圏域で 665

の体制を拡充した「障害者総合相談支援事業」を実施

★ 養護老人ホーム施設整備助成事業 被措置者の受け入れ施設である養護老人ホームの施設整備に対し助成 90,399

男女共同参画社会推進事業 第4次男女共同参画基本計画の周知・啓発を行い、男女共同参画社会の実現に向けた施策 330

を総合的かつ計画的に推進

高齢者福祉送迎事業 三島温泉健康交流施設と市内の拠点施設を結ぶ無料送迎車を運行 1,807

地域福祉施設整備事業 地域密着型サービス施設「小規模多機能型居宅介護」の整備及び開設準備に対し助成 41,151

介護助手普及推進事業 介護事業所の人材不足解消のため、「介護助手」の周知や仕事体験への補助を実施 342

★ 介護老人保健施設「ナイスケアまほろ 介護老人保健施設「ナイスケアまほろば」の民間譲渡（令和6年4月1日）に向けた協議・ －

ば」の民営化 調整

★
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★ 第3期子ども・子育て支援事業計画策 第2期子ども･子育て支援事業計画に続く新たな計画の策定に向け、アンケート調査を実施 2,595

定事業

保育士等就労促進給付金事業 市内私立保育所等に勤務する保育士等を確保するため、保育所等に就労した人に就労促進 1,400

給付金を給付

乳幼児医療費 乳幼児(就学前児童)の医療費の自己負担分を保護者に対して助成（所得制限なし） 79,918

子ども医療費 中学校3年生までの医療費の自己負担分を保護者に対して助成（所得制限なし） 99,599

高校3年生までの入院医療費の自己負担分を保護者に対して助成 (所得制限あり)

おっぱいまつり交付金 おっぱいまつり開催経費を交付 780

ひとり親家庭自立支援 ひとり親家庭の経済面での自立を促進するための就業支援 8,273

保育所等における新型コロナウイルス 保育所等における新型コロナウイルス感染症対策 5,800

感染症対策事業

★ インクルーシブ遊具等整備事業 障害の有無にかかわらず、児童が交流し、共同で学ぶことができるようインクルーシブ遊 2,058

具を整備する私立保育所に対し助成

公立保育所給食調理等業務委託 公立保育所の給食調理等業務を民間事業者へ委託 46,042

☆ デジタル保育推進事業 登園時の混雑を緩和し、保護者の負担を軽減するため、登降園用端末を増設し、更なるＩ 2,477

ＣＴ化を推進

公立保育所施設整備 浅江東保育園のエアコン更新ほか 2,000

医療扶助のオンライン資格確認導入事業 生活保護の医療扶助に、マイナンバーカードによるオンライン資格確認を導入 3,160

生活困窮者自立支援制度 生活困窮者に対し、相談支援等を一体的・計画的に実施 12,675

家計改善支援事業 家計に問題を抱える生活困窮者等からの相談に応じて、生活の再生に向けた助言・指導等 1,629

を実施

就労準備支援事業 生活基礎能力や対人能力等に問題を抱え、直ちに一般就労が困難である人を対象に、日常 3,261

生活習慣の改善及び就労意欲の喚起等の支援を実施

介護保険特別会計繰出金 介護保険特別会計への繰出金 870,921

(特別会計の事業概要) (予算額)

　介護保険特別会計の運営 介護保険料　基準保険料：月額5,421円(令和3～5年度)

介護保険特別会計総額 3.2％増(対前年度当初予算比)

　(保険給付費 3.7％増、地域支援事業費 5.5％減)

　地域包括支援センター運営事業 高齢者の保健・医療の向上及び福祉の増進を包括的・継続的に支援するため 22,521

地域包括支援センターを運営(東部圏域：委託、西部圏域：直営)

　介護予防・日常生活支援総合事業 地域支援事業における一般介護予防事業と要支援認定者等に対する訪問及び通 185,119

所介護を「総合事業」として実施

☆ 　生活支援体制整備事業 事業の円滑化及び効率化を図るため運営体制を見直し、高齢者の生活支援 6,987

サービスを向上

国民健康保険特別会計繰出金 国民健康保険の保険基盤安定、未就学児均等割保険税、事務費、出産育児一時金、財政安 346,454

定化支援、国保負担軽減対策、健康増進事業に係る繰出金  

(特別会計の事業概要)

　多子世帯負担軽減対策 18歳未満の子どもが3人以上いる世帯の3人目以降の均等割を全額減免

　未就学児の被保険者均等割軽減 子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、未就学児の均等割の5割を軽減

☆ 　賦課限度額の引上げ 全体で2万円引き上げ104万円

★ 　軽減判定所得の基準見直し 世帯人数に乗じる額を、5割軽減は5千円、2割軽減は1万5千円引上げ

★ 　産前産後期間相当分の均等割及び 産前産後期間相当分(4ヶ月分)の均等割及び所得割額を免除（令和6年1月～）

　所得割額免除

★ 　出産育児一時金の増額 出産育児一時金を、42万円から50万円へ増額

☆ 　特定健康診査等充実事業 アルブミン検査は全員実施、貧血・心電図検査は、医師の判断により実施するが、希望が

ある場合は実施

★ 　第3期データヘルス兼第4期特定健康 第3期データヘルス兼第4期特定健康診査等実施計画の策定

　診査等実施計画策定事業

★ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的 後期高齢者の保健事業を、国民健康保険の保健事業及び介護保険法の地域支援事業と一体 1,085

実施（準備）事業 的に実施するため、事業開始に向けた準備に着手
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後期高齢者医療事業 山口県後期高齢者医療広域連合への負担金及び後期高齢者医療特別会計への繰出金 910,241

(負担金及び繰出金) 　対象者：75歳以上の高齢者及び65歳から74歳までの一定の障害の状態にある人

　運営体制：主体は山口県後期高齢者医療広域連合

　　　　　　市は保険料の徴収、資格の得喪受付、被保険者証の交付等

(衛生費関係)

☆ ヒトパピローマウイルス感染症定期予 ヒトパピローマウイルスの感染を予防し、子宮頸がんの発症予防を図るため、新たに9価 37,126

防接種 ワクチンの定期予防接種を開始

風しんの追加的対策 抗体保有率の低い世代の男性に対する抗体検査及び定期予防接種を実施 4,307

新型コロナウイルスワクチン接種事業 令和4年度にワクチン接種を行わなかった方に対する接種体制の整備及び接種の実施 38,685

☆ 大和地域民間診療所誘致事業 大和地域で休診となっている泌尿器科、眼科を誘致するため医療専門誌への広告の掲載等 461

誘致に向けたＰＲを実施

健康づくり推進計画の推進 健康づくり推進計画(平成27年度策定)に沿った各種事業の実施 240

　みんなｔｏウォーキング事業 運動習慣づくりを推進するため、いつでも、どこでもできるウォーキングを身 230

近な仲間とともに取り組む機会を創出

　いただきますｄｅマナーアップ事業 望ましい食習慣や食事マナー、食文化などをとおして健全な心身、豊かな人間 10

性を育むため、光市食生活改善推進員と協働し、各地区健康教室等で普及啓発

を実施

がん検診受診率向上戦略 がん検診受診率向上戦略の展開 3,823

　胃がん検診の早期受診割引 検診期間内での早めの受診を促すため、早期（6、7月）受診者に対して、自己 573

負担額の割引を実施（対象：51～69歳の個別検診）

　集団検診の実施 検診受診機会を拡大し受診しやすい環境を整えることで、受診率の向上を図り 734

がんの早期発見・早期対応を推進

　はじめて検診応援事業 40歳の人を対象に肺がん・大腸がん・骨粗鬆症・ふしめ歯周病検診の、50歳の 1,145

人を対象に胃がん・前立腺がん検診の自己負担無料化

　女性のがん検診推進事業 前年度20歳（子宮頸がん）・40歳（乳がん）の女性を対象に自己負担無料化 1,371

　(子宮頸がん・乳がん)

　がん検診すすめ隊受診啓発 がん検診すすめ隊受診啓発リーフレットを活用し、受診の勧奨

母子健康手帳アプリ事業 令和4年度に利用を開始した母子健康手帳アプリの普及促進に努め、妊娠、出産、子育て 792

に関する環境づくりを推進

不妊・不育症治療費助成事業 所得制限の撤廃と、人工受精・生殖補助医療費分も助成対象に加えるなどの拡充を継続実 2,700

施し、引き続き、子どもを産み育てやすい環境づくりを推進

多胎妊婦の妊娠健康診査支援事業 単胎妊娠よりも早産等のリスクが高い多胎妊娠の妊婦に対して、既存の妊婦健診14回に加 160

え、超音波健診等5回分の費用を公費負担

妊婦歯科個別健診 妊娠中は口腔ケアが不十分になりやすく、歯周病の進行により早産、低体重児出産のリス 540

クが高まるため、妊婦を対象とした歯科個別健診を実施

親子でハッピー歯科健診 1歳6か月児歯科健診を受診する際、保護者も自己負担無料で同時に歯科健診を受診する機 362

会を提供し、家族の歯科保健意識の向上及び歯科疾患の早期発見・早期対応

★ プラス葉酸☆人生最初の1,000日応援 妊婦又は妊娠を希望する方に対し、葉酸サプリメントを配布するとともに、管理栄養士に 385

事業 よる食生活チェック及び指導を行い、妊娠準備期から産後（2歳頃）までの赤ちゃんにと

っての人生最初の1,000日間に食育を通した支援を実施

出産・子育てしっかりサポート★ひかり 妊娠期から出産・子育てまでを一貫して相談に応じ、必要な支援につなぐ伴走型相談支援 32,486

（出産・子育て応援交付金事業） と、出産・子育て応援ギフトによる経済的支援を実施

地域外来・検査センター運営事業 新型コロナウイルス感染症に係る行政検査を行う地域外来・検査センターの運営 4,504

脱炭素推進事業 市民の環境意識の向上と温室効果ガス排出量削減の推進

☆ 　エコスタイルサポート補助金 家庭の脱炭素化の推進のため、CO2削減効果の高い設備等の導入を支援 5,000

★ 　省エネ家電買替応援キャンペーン 家庭の脱炭素化を推進するとともに、物価・エネルギー価格高騰を踏まえ、家庭における 5,000

電力使用量が多いエアコン・冷蔵庫の省エネ性能が高い製品への買替を支援

★ 　公用車への電気自動車導入事業 脱炭素化の取組の一環として電気自動車を導入 2,807

　地球温暖化対策地域協議会交付金 市民・事業者・市が協働で地域の地球温暖化対策に取り組む地球温暖化対策地域協議会の 100

運営支援
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ライフスタイル転換促進事業 市民・事業者と一丸となった省エネや地球温暖化防止対策の推進 －

　省エネルギー運動推進キャンペーン、市民一斉ノーマイカー運動推進キャンペーン、ラ

　イトダウンキャンペーン等の開催

☆ 環境学び創造事業 自然敬愛精神、主体的に環境保全活動に取り組む風土の醸成 256

　ひかりエコくらぶ、ひかり環境未来塾、エコスタイルセミナー、環境学習推進事業等の

　開催

☆ 特定外来生物対策事業 特定外来生物(アルゼンチンアリ)の防除等を地元住民との協働により実施 1,860

不燃物・可燃ごみ等収集事業 可燃ごみ・不燃ごみ等の収集処理 210,800

★ じん芥収集車購入 じん芥収集車の更新 9,939

じん芥処理 可燃ごみ・不燃ごみの処理

  周南地区衛生施設組合 3市　光市負担率 清掃分　人口割20.47％、搬入量割(直営)22.01％(一般)18.79％  　　　　　　415,769

　　　　　　　　衛生分  人口割23.58％、基幹改良分　人口割20.47％

　　 恋路クリーンセンター、御屋敷山斎場

  周南東部環境施設組合 2市　光市負担率 経常分45.49％　リサイクルセンター、埋立処理場 210,201

墓園管理運営事業 《墓園事業概要》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和4年12月末現在 12,237

　西部墓園　　　(整備区画数3,032 貸出区画数2,849 貸出不能区画数6 貸出残数177)

　大和あじさい苑(整備区画数　363 貸出区画数　336 貸出不能区画数6 貸出残数 21)

　　　・永代使用料　3㎡:200,000円、4㎡:266,000円、5㎡:333,000円

　　　・管理手数料　44,000円

　　永代使用料返還金

　　　墓碑未設置：5割の額を還付

　　　墓碑設置　：3割の額を還付（原状回復後の返還が条件）

飲料水供給施設長寿命化事業 牛島の飲料水供給施設の長寿命化（次亜注入ポンプの更新） 5,000

★ 飲料水供給施設使用料電算システム改修 令和5年10月1日から開始されるインボイス制度（適格請求書等保存方式）に適応した納入 330

通知書を発行するため、電算システムを改修

★ 水道事業会計出資金 脱炭素化を目的に、既存施設の照明をLED化する経費に対する出資 11,200

水道事業会計繰出金 企業債元金及び利息等に対する繰出 24,375

☆ 病院事業会計繰出金 救急医療負担金、企業債元金及び利息等に対する繰出 666,636

　光総合病院:392,015千円、大和総合病院:274,621千円

(主な建設改良事業)

　光総合病院:内視鏡システムほか、大和総合病院:ＦＰＤ搭載Ｘ線テレビシステムほか

介護老人保健施設事業会計繰出金 企業債元金及び利息、事業資金不足等に対する繰出 124,025

(農林水産業費関係)

★ 農地利用意向調査 地域計画における「目標地図」作成のため、農地所有者の農地利用に係る意向を調査 3,850

☆ 農林水産物高付加価値化促進事業 地元産農林水産物のブランド化及び加工・商品化に向けた支援について、要件の一部を見 600

直し、6次産業化を促進

☆ 農業用機械購入支援事業 担い手農家を支援・育成するため、農業用機械購入に係る経費の一部助成について、補助 600

対象機械に中古品を追加し、対象経費の下限金額を引き下げるとともに、補助上限額を引

き上げ

☆ 遊休農地活性化事業 荒廃農地の発生を未然に防ぐため、遊休農地の利用契約に係る経費を補助し、遊休農地の 360

利用を促進

法人の新規就業者雇用に対する補助事業

　就農促進事業 新規就農者を雇用した経営体の人件費等に対する支援（市単独事業） 1,080

　新規農業就業者定着促進事業 新規就農者を雇用した農業法人の育成経費に対する支援（県の事業） 3,800

★ ＳＤＧｓチャレンジ 耕作放棄地の解消やＳＤＧｓの目標達成につなげる取組として、耕作放棄地に景観作物で 620

「光ひまわりプロジェクト」 あるひまわりを植栽する実証実験を実施

農村整備事業（周南地区） 周南広域農道トンネル長寿命化対策工事(県営事業)に対する負担金 18,750

★ 千田郷地区東屋等解体事業 老朽化した施設の解体 2,285

多面的機能支払交付金事業 農業者と地域住民で構成された活動組織が行う地域共同活動などへの支援 24,760
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農業水路等長寿命化・防災減災事業 13,300

　ため池廃止事業 防災重点農業用ため池に係る防災工事等を集中的かつ計画的に推進

★ 　ため池ハザードマップ作成事業 緊急時の迅速な避難行動を促進するため、防災重点農業用ため池5箇所について、ハザー

ドマップを作成

★ 農村整備事業（光地区） 大和農免道路の持続的な機能確保を図るため、農道保全対策計画を策定 31,286

不法投棄物撤去事業 光井一丁目新宮地区市有地内の不法投棄物を撤去処分 900

小規模治山事業 大字浅江懸山地区の老朽化した施設の予防保全を図るため、対策工事を実施 6,000

有害鳥獣捕獲対策協議会交付金 1,595

☆ 自衛わな設置支援補助金 捕獲意欲を高め、イノシシ被害の軽減を図るため、自衛わな農家のわな購入費の助成につ 400

いて、補助率及び補助額を引き上げ

☆ 集落環境整備事業 有害鳥獣の出没を招くヤブの除去を実施 1,072

★ 有害鳥獣捕獲対策事業 鳥獣捕獲体制強化のため、狩猟免許を有する鳥獣被害対策専門の会計年度任用職員を任用 5,518

するとともに、運搬用低床ダンプ軽トラックを購入

森林環境譲与税関連事業 14,150

★ 　森林調査等委託事業 一体的な森林整備促進のため、施業未実施の森林所有者を施業や森林計画策定へ 250

誘導

　森林整備促進事業 森林整備促進のため、森林管理に要する経費を補助 5,000

　公共施設内設備木質化事業 県産材を使用した木製品を啓発するための備品購入 8,700

☆ 　森林体験学習 自然を守り、育むことの大切さを学ぶため、木工教室など森林体験学習を実施 173

　ひかりエコくらぶ（再掲） 自然の恵みに感謝し、守り育むことの大切さを学ぶため、森林ふれあい体験等を 27

実施

内海地区水産環境整備事業負担金 光市地先などへの漁場施設（魚礁）の設置に対する負担 1,350

光熊毛地区水産物供給基盤機能保全 光熊毛地区栽培漁業センター(上関本場)の長寿命化対策事業に対する負担 1,400

事業負担金

水産物供給基盤機能保全事業 老朽化が進む漁港施設の長寿命化を図るため、対策工事を実施 20,000

令和5年度：八幡周回路・西護岸・物揚場保全工事

★ 光漁港浚渫事業 西ノ浜漁港の入口付近に堆積した土砂を取り除き、船舶が安全に航行できる水深を確保 5,000

★ 牛島陸閘補修事業 経年劣化により閉鎖不能となっている牛島漁港陸閘を補修 700

光漁港海岸保全施設整備事業 室積松原海岸の高潮対策を推進するため、高潮堤防の整備を進めるとともに、排水路を延 187,000

伸

フィッシングパーク光長期修繕計画策定事業 計画的かつ予防保全による施設の長寿命化を図るため、長期修繕計画を策定 6,000

光漁港海岸放置艇処理事業 海岸保全及び航行者の安全確保のため、放置艇を撤去処分 1,000

(商工費関係)

「雇用の日」事業 雇用の日メッセージフェアを開催し、雇用の重要性を情報発信 1,300

新型コロナウイルス感染症に伴う 新型コロナウイルスの緊急経済対策として、中小企業者の経営の安定化を図るため、融資 9,500

不況対策特別融資利子補給 に係る利子の一部を補助

☆ 中小企業融資債務保証料補給 市内事業者の資金借入時における負担の軽減を図るため、保証料を補助 8,000

地域課題対応型 サテライトオフィスの設置や空き店舗等を活用して事業所等を開設した場合、奨励金を交 900

事業所設置タイプ別奨励金 付

光ブランド創出事業 特産品の販路開拓・拡大のため、商談会等への出展経費を補助 638

新産業団地整備事業 県と共同で小周防地区に新たな産業団地を整備 27,263

産業団地管理事業 周防工業団地、大和工業団地、ひかりソフトパークの3つの産業団地を適正に管理 5,130

★ ｢光に住んで、働こうやー！｣支援事業 本市中小企業等の人材確保・育成・定着の取組とともに、就職後の居住地としても本市が 9,700

(中小企業等人材確保・育成・定着支 選ばれるよう、事業者への支援を通して本市への定住を促進

援事業）

★ ひかりの魅力発信・発見支援事業 まちへの愛着や誇りを醸成するとともに、ひかりの魅力を市内外に発信するため、市民団 1,000

体等が主催するイベントを支援

イノシシ被害が拡大する地域に対し、捕獲対策の強化を図るための箱わなの増設
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移住・定住の促進

　ひかりＵＪＩターン滞在費補助金 本市への移住検討者が来訪した際の滞在費の一部を助成 170

☆ 　ひかり移住支援補助金 東京圏からの移住を促進する国制度に基づく助成に加え、県と連携し、東京圏（国制度対 6,000

象外）・愛知県・大阪府・京都府・兵庫県からのテレワーク移住について助成を開始

　市有地活用型定住支援事業 市有財産を購入し、購入後3年以内に住宅を建築した移住者に対し、支援金を交付 700

地域おこし協力隊の募集・活用 地域おこし協力隊の活用により、コミュニティプラン実現の支援に加え、地域・産業の振 3,239

興を実施

☆ チャレンジショップ等海水浴場環境 利用者の利便性向上のため、虹ケ浜海水浴場にシャワーを設置するとともに、飲食や様々 1,650

整備事業(観光協会補助金） なサービス等を提供するための「チャレンジショップ」を新たに開設

☆ 光花火大会実施体制強化事業 本市の夏の風物詩として定着している光花火大会を4年ぶりに開催 4,750

(観光協会補助金）

(土木費関係)

市道橋梁整備事業 橋梁長寿命化修繕計画に基づき実施する橋梁1橋の補修設計及び橋梁4橋の補修工事 116,500

市道橋梁定期点検事業 橋梁4橋の点検 20,000

★ ユニバーサル歩道整備事業 誰もが安心して通行できる歩道を整備するため、舗装の打ち換えや植樹桝の撤去等を実施 25,000

(合併特例債対象事業)

市道舗装メンテナンス事業 緊急輸送道路や交通量の多い市道の舗装改修工事を計画的に実施 100,000

市道舗装・側溝等整備事業 市道舗装整備等の工事 19,300

岩狩線道路改良事業 三島コミュニティセンターに接続する市道岩狩線と県道徳山光線との交差点付近の歩道整 －

備を検討

河川水路改修事業 老朽化した河川護岸や水路の改修 2,000

河川水路浚渫事業 河川等の氾濫を未然に防止するため、河川の流下に支障となる土砂等を除去 46,000

県営事業負担金(道路事業) 県の道路事業に対する負担 10,000

県営事業負担金(港湾事業) 県の港湾事業に対する負担 10,000

がけ地近接等危険住宅移転事業 危険住宅の移転を行う者に対し、国制度に基づき補助金を交付 975

★ 立地適正化計画策定事業 多核連携によるコンパクトな都市の実現に向け、平成31年3月に策定した現計画に居住誘 5,147

導区域や防災指針等を定めるため、計画の改定に着手

光駅拠点整備事業 基本設計を踏まえ、実現性の高い整備内容を検討し、並行して鉄道事業者と協議を実施 219

公園緑地維持管理事業 15,500

　公園緑地管理委託 草刈等の公園緑地維持管理 13,000

　街路樹等剪定・伐採 大木化・老木化した樹木や支障木の剪定・伐採 2,000

　公園遊具修繕 都市公園・児童遊園地の遊具修繕 500

虹ケ丘公園防災・安全対策事業 虹ケ丘公園東側法面を整備 111,500

転落防止用フェンスを設置し、公園利用者及び周辺住民の安全を確保

公園施設長寿命化対策事業 公園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の長寿命化対策を実施(合併特例債対象事業) 34,000

　冠山総合公園人道橋・ウッドデッキ改築等、伊藤公記念公園複合遊具設置 32,000

　総合体育館屋根防水工事実施設計(教育費) 2,000

★ 屋外バスケットゴール整備事業 大和中学校での「市長と気軽にミーティング(おでかけ版)」の対話を具現化し、気軽に 8,000

バスケットボールに親しむことができる環境を整備

都市公園維持補修事業 スポーツ公園アスレチック遊具撤去及び側溝・園路舗装改修 10,000

虹ケ丘公園園路舗装改修、冠山総合公園イノシシ防護柵設置

下水道事業会計繰出金 企業債元金及び利息等に対する繰出 590,721

民間バス運行助成事業 民間バス路線の運行支援により、地域住民の交通手段を確保 47,066

ＩＣカード導入整備補助金 公共交通の利用促進を図るため、県内バス事業者の交通系ＩＣカード導入を支援 755

☆ 高齢者バス・タクシー運賃助成 通院や買い物などの日常生活に必要な移動を困難とする高齢者や運転免許返納者などの交 11,573

パイロット事業 通弱者の移動を支援するため、バス・タクシー利用時の運賃を助成

★ ＡＩデマンド型交通導入実証実験事業 新たな地域内交通の導入に向けて、予約状況に応じて効率的な運行ルートが選択できるＡ 9,431

Ｉ技術を活用した「デマンド型交通」について、地域を限定した実証実験を実施

室積～牛島航路確保維持事業 室積～牛島航路を維持確保するため、運航体制の効率化と船員確保の安定化につながる小 29

型の新船建造に着手
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地域公共交通協議会交付金 わかりやすい路線情報を提供するため、公共交通マップを作成 177

市営住宅維持管理事業 38,572

　市営住宅の計画的用途廃止 公共施設等総合管理計画及び市営住宅等長寿命化計画に基づき､東領家住宅の 12,660

一部を解体

　市営住宅長寿命化対策 みたらい住宅3号外壁改修 20,012

　市営住宅補修 虹ケ浜西住宅屋根塗装工事 4,700

★ 　市営住宅電気改修 電気容量を増加させるため、汐浜2区住宅の電気改修工事に向けた設計を実施 1,200

(消防費関係)

光地区消防組合負担金 2市1町　光市負担率 58.75% 714,033

(光地区消防組合の主な事業) (予算額)

★ 東・北出張所整備事業 老朽化が著しい東出張所及び北出張所の建替えに係る設計等 38,672

★ 高機能消防指令設備部分更新 安定稼働確保のための機器更新 120,000

★ 消防本部北側法面改修工事 風化が進んだ北側法面の改修工事 17,000

小型動力ポンプ更新(消防団) 小型動力ポンプ更新(第1分団(浅江)) 2,500

(教育費関係)

小中一貫ひかり学園推進事業 施設一体型小中一貫やまと学園の新設に向け、準備委員会での協議や施設整備基本計画の 12,896

策定を実施

☆ 学校施設長寿命化計画推進事業 学校施設長寿命化計画に基づき、部位修繕や改修等を計画的に実施 436,729

　光井中学校長寿命化対策改修工事 光井中学校校舎・体育館の長寿命化対策改修工事(合併特例債対象事業) 315,729

　室積小学校体育館屋根防水等改修工事 屋根防水等改修工事 26,000

　小中学校体育館床改修工事 浅江小学校及び島田中学校の体育館改修工事(合併特例債対象事業) 92,000

　小中学校校舎外壁点検修繕 外壁の剥落を予防するため、打診による点検と修繕を実施 3,000

小中学校エアコン整備事業 小中学校のエアコンの更新 3,500

☆ 学校ＩＣＴ支援事業 令和6年度のデジタル教科書本格導入に向け、令和5年度に一部提供されることとなるデジ 7,045

タル教科書等への対応として、支援を充実

学校における働き方改革推進事業 蔵書管理システムの導入 96

学校施設環境整備 落枝の危険性が高い樹木などの伐採を実施 2,920

公共施設内設備木質化事業（再掲） 県産材を使用した木製品を啓発するための備品購入 8,700

室積小学校・島田小学校の靴箱更新 5,400

やよい幼稚園の靴箱更新 1,300

図書館の掲示板、本棚購入 2,000

室積小学校高圧気中開閉器更新工事 室積小学校の高圧気中開閉器が経年劣化しているため、更新工事を実施 1,000

駐車場進入路改修工事 島田中学校駐車場進入路の傾斜を緩和する工事を実施 1,000

☆ 連携・協働教育推進事業 コミュニティ・スクールを基盤とした小中一貫教育を要として、子どもの「学び」と「育 5,525

ち」をつなぐ、幼保、小・中、高等学校の連携・協働教育を推進

光市スクールカウンセラー派遣事業 児童生徒等の様々な不安や悩みへ対応するスクールカウンセラーについて、令和4年度に 1,200

引き続き、60回派遣可能な体制に強化

教育支援センター運営事業 学校生活に不適応の状態にある児童生徒が学校や家庭以外で日常的に学べる場として引き 2,223

続き運営し、学校復帰や将来の社会的自立に向けた支援を実施

☆ 光っ子教育サポート事業 特別な配慮を要する児童生徒の支援を行う補助支援員について、常勤以外の職員を配置す 49,425

ることで、総数を21人から26人とし、体制を強化

日本語学習支援事業 日本語指導が必要な外国人児童に対し、日本語指導員による日本語の初期指導を実施 601

★ 中学校部活動改革推進事業 少子化が進む中、将来にわたり生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことがで 2,400

きる機会を確保するため、学校と地域をつなぐ協議会を設置し、コーディネーターを配置

☆ 英語スピーチコンテストの開催 従来の中学生を対象とした｢暗唱｣｢弁論｣の2部門に、令和4年度に試行的に実施した｢小学 72

生の部｣を正式な部門として加え、｢伊藤公カップ英語スピーチコンテスト｣を開催

サンホームエアコン整備事業 浅江第2サンホームのエアコンの更新及び浅江第3サンホームのエアコンの増設 1,450

☆ 周防の森ロッジ主催事業の充実 親子を対象とした施設開放や各種団体との協働による自然体験講座等を開催し、少人数グ 1,523

ループに対応した備品等を充実

文化財保護事業 経年劣化により見えにくくなっている文化財の看板の撤去 41
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☆ 文化センター整備事業 老朽化が進行しているエレベーターや受電設備について、更新可能性の確認も含めた設計 3,893

業務に着手

伊藤博文公遺徳継承事業 令和4年度に伊藤家から寄贈いただいた愛蔵品を修復し、展示用ショーケースなどの設備 4,703

を整えて特別展を開催

伊藤公記念公園管理事業 旧伊藤博文邸の窓枠修繕を実施 1,000

☆ 市民ホール整備事業 大小ホールの緞帳を吊っている設備への落下防止器具の取り付け、非常用自家発電装置の 8,728

改修を実施

汐浜集会所下水道接続 汐浜集会所の下水道接続工事 3,444

★ 図書館旧ボイラー室整備事業 受変電設備更新工事設計 1,600

ＨＩＫＡＲＩリレーマラソン 大和総合運動公園内の周回コースを活用し、リレーマラソン大会を実施 1,500

スポーツ推進基本計画策定事業 スポーツを推進するための基本的な指針や方向性を示すスポーツ推進基本計画を策定 132

★ スポーツ施設管理運営事業 大和総合運動公園消火栓用バッテリー交換、勤労者体育センター体育室ハンガー引き戸改 6,539

修

☆ スポーツ施設整備事業 総合体育館屋根防水工事に係る実施設計(合併特例債対象事業) 2,000

★ 学校給食費負担軽減事業 給食食材費が高騰する中にあっても、学校給食費を改定せず、保護者負担が増加しないよ 10,000

う給食食材費高騰分相当額を市が負担

牛乳保冷庫更新 各小中学校備え付けの牛乳保冷庫のうち2台を計画的に更新 2,200

（参　考）

　合併特例債対象事業（再掲）

　　　　　　　　（単位：千円）

事　　　業　　　名
   令和5年度
　 予　算　額  　 合併特例債
　(対象事業費)    発  行  額

  本庁舎エレベーター改修事業         24,000        22,800

  コミュニティセンター整備事業         51,988        49,300

  ユニバーサル歩道整備事業 　　　  25,000        23,700

  公園施設長寿命化事業         34,000        16,100

  学校施設長寿命化計画推進事業        407,729       387,300

合　　　　計        542,717       499,200

件　　　　数 　　　 5件　　　　　 5件

　　備考 合併特例債充当率：95%
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【歳入】 ・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 519,301 千円

【歳出】 ・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 8,192,200 千円

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 （単位：千円）

備　　考

国　県
支出金

市　債 その他

社会保障
財源分の
地方消費
税交付金

その他

65,103 8,100 0 6,487 50,516
民生児童委員活動支援事業
地域福祉活動推進事業　　等

1,490,763 1,005,124 51,687 49,381 384,571
自立支援給付事業
地域生活支援事業　　等

109,948 909 14,453 10,763 83,823
老人施設福祉事業
生きがい対策事業　　等

1,042,199 642,360 6,613 44,746 348,480
乳幼児医療費助成事業
児童手当支給事業　　等

1,272,635 849,498 74,904 39,626 308,607
特定教育・保育施設運営事業
保育特別支援事業　　等

9,915 7,182 20 309 2,404
子育て支援センター管理運営事業
ファミリーサポートセンター管理運営事業

308,336 8,985 14,308 32,436 252,607
職員給与費等
保育所運営事業　　等

5,999 0 5 682 5,312 児童館管理運営事業

697,231 486,488 0 23,981 186,762 生活保護扶助事業

3,254 1,603 1,111 62 478 未熟児養育医療給付事業

81,342 42,788 16,647 2,493 19,414
放課後児童クラブ管理運営事業
教育支援活動促進事業

535 0 0 61 474 幼児教育振興事業

25,261 250 0 2,846 22,165
職員給与費等
幼稚園運営事業　　等

5,112,521 3,053,287 0 179,748 213,873 1,665,613

90,659 0 0 10,316 80,343 基礎年金拠出金及び育児休業手当金

212 114 0 11 87
低所得者利用者負担対策事業
離島利用者負担対策事業

697,234 0 0 79,340 617,894 介護保険事業繰出金

233,935 170,239 0 7,248 56,448 国民健康保険繰出金

908,645 160,598 0 85,122 662,925 後期高齢者医療事業

1,930,685 330,951 0 0 182,037 1,417,697

699,122 0 0 79,555 619,567
病院事業会計繰出金
出産・子育て応援交付金事業

228,642 42,844 707 21,062 164,029 予防接種事業　等

191,522 5,685 802 21,056 163,979
健康増進事業
母子保健事業　　等

29,708 0 14,612 1,718 13,378 休日診療所運営事業

1,148,994 48,529 0 16,121 123,391 960,953

8,192,200 3,432,767 0 195,869 519,301 4,044,263合　　　計

後期高齢者医療事業

小　　計

保健
衛生

保 健 衛 生 費

予 防 費

保 健 指 導 費

休 日 診 療 所 運 営 費

小　　計

社会
保険

各目 （ 共済費計上 ）

介 護 保 険 円 滑
運 営 事 業 費

介 護 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

社会
福祉

社 会 福 祉 総 務 費

障 害 者 福 祉 費

老 人 福 祉 費

児 童 福 祉 総 務 費

児 童 保 育 費

児 童 福 祉 施 設 費

保 育 所 運 営 費

児 童 館 運 営 費

生 活 保 護 扶 助 費

保 健 指 導 費

青 少 年 健 全 育 成 費

事 務 局 費

幼 稚 園 費

小　　計

事　　業 経　　費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　定　　財　　源 一　　般　　財　　源

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費
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